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 次のとおり地域貢献計画書を作成したので、上尾市商業の振興に関する基本条例第８条 

 

    の規定により提出します。 

 

 

大規模小売店舗等の責務 左欄の責務に係る地域貢献計画の内容 

１ 地域社会の活性化対策 

 

・ 市、自治会から協力依頼があった際、検討し

対応して行きます。 

・ 市、商店会から各イベントの連絡があった

際、ポスターの掲示、イベントチラシ配付な

ど内容を検討し対応していきます。 

・ 地元商店会、商工会議所から依頼があった

際には内容を検討し対応していきます。 

２ 地域における雇用対策 ・ 令和 6 年 6 月 1 日現在、嘱託社員 1 名、パ

ート社員 55 名、アルバイト社員 55 名を地

域より採用しております。今後も地域から

採用を行っていきます。 

 

・ シニア採用を積極的に行っており、地域の

高齢者の方々に就業の機会を提供していま

す。 

３ ごみの減量その他の環境対策 ・ レジ袋有料化とお買上点数の少ないお客様

へテープでの対応を提案し、レジ袋の削減

に努めています。 

・ 蛍光管専用の回収ボックスを設置し、リサ

イクルの為の回収を行っています。 

・ ごみの分別を徹底し、ゴミ排出量の削減、リ

サイクル化に努め、使用済ボタン電池、リチ

ウム充電池の回収をし、水銀の適正処理と

金属資源の回収を行っております。 

・ LED照明への変更、エアコン温度の管理で

省エネ対策を行っています。 

第１項 

第２項 

・市及び自治会が進めるまちづくり

への協力 

・市及び商店会が実施する各種イベ

ントへの参加と協力 

・地元商店会及び商工会議所等への

協力  

・安定的な雇用の確保 

・地元雇用の促進 

・環境美化対策の実施 

・リサイクル対策の実施 

・省エネルギー対策の実施 



４ 防犯対策 ・ 商品に万引き対策用のタグの取付けを行っ

ております。また、店内に防犯カメラ、防犯

管理ゲートの設置も行っております。 

 

・ 店員による『いらっしゃいませ！』の声掛け

を行い、売場巡回を強化して、万引きをさせ

ない環境作りに努めています。 

５ 青少年の非行防止対策 ・ 営業時間外の非行防止対策として、敷地内

入口にチェーンを掛けて、駐車場等への乗

り入れを禁止しております。 

 

・ 敷地内に防犯カメラ設置や警備会社による

施錠等、防犯対策を行っております。 

６ 防災対策 ・ 災害発生時には、いち早く物資の提供がで

きるよう営業再開に最大限に取り組みま

す。 

 

・ 太陽光発電システムを導入し、停電発生時

でも店舗を避難場所として活用できるよう

にしています。 

７ 大規模小売店舗等の閉鎖又は大規模

小売店舗等における核テナントの撤退

によって地域経済及び周辺環境が受け

る影響を少なくするために講ずる事項 

 

・ 店舗の閉鎖撤退時は、証券市場の定めた「適

時開示の原則」に従って適切に行います。 

 

・ お客様へのアフターフォローは近隣店舗

（川越南古谷店、熊谷小島店等）にて行いま

す。 

 

 

・ 従業員は近隣店舗への人事異動など、面談

を行いながら対応します。 

 

８ その他の地域貢献事業 ・ 例年 7 月下旬に『夏休み親子工作大会』の

開催を予定しています。地域の子供達へ自

分の手で物を創造する喜びを知っていただ

きたいという企画です。 

・  

・ 公民館での DIY教室開催等、地域の要請が

あれば検討します。 

 

店 舗 名 セキチュー上尾店        記入者氏名 牛込 直樹（本社店舗運営部）        

住  所 埼玉県上尾市須ヶ谷 1-240   連絡先住所 群馬県高崎市倉賀野町 4531-1               

電話番号   048-779-5871       電話番号   027-345-1124               

・実効性のある万引き防止対策その

他の防犯対策の実施 

・営業時間外における非行防止対策

の実施 

・深夜営業時における防犯対策及び

非行防止対策の実施 

・地域において自主防災組織が行う

活動への参加と協力 

・災害時における避難場所としての

提供 

・災害時における優先的物資の提供 

・閉鎖又は撤退に係る情報の早期で

の提供 

・後継店の確保 

・従業員の雇用の確保 

・店舗閉鎖に伴う環境悪化の防止 


